
             公        告 

 

 

 下記のとおり一般競争入札を執行するので公告する。 

 

 令和６年１１月２８日 

 

支出負担行為担当官 

宮城労働局総務部長 菊地 政幸 

 

記 

 

１ 競争入札に付する事項 

（１）入札件名 

   仙台第四合同庁舎トイレ洋式化工事 

（２）履行内容等 

   別紙「入札説明書」及び「仕様書」のとおり。 

（３）入札方法 

本件は、予定価格の範囲内、且つ、最低価格をもって入札した者を落札者

とする「最低価格落札方式」によるものとする。 

入札額は、業務に係る一切の費用を含めた額とする。落札決定に当たって

は、入札書に記載された金額に１０％に相当する額を加算した金額をもって

落札価格とするので、入札者が消費税に係る課税業者か免税業者であるかを

問わず、見積をした金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載

すること。 

 

２ 競争入札に参加する者に必要な資格に関する事項 

(１) 令和５・６年度厚生労働省一般競争入札参加資格者名簿登載事業者で、「建

築一式」（東北地域）の「Ｃ」若しくは「Ｄ」等級を有する者であること。 

 



(２)次の各号に掲げる制度が適用される者にあっては、この入札の入札提出期限 

の直近２年間(五及び六については２保険年度)の保険料について滞納がない 

こと。 

一 厚生年金保険 

二 健康保険(全国健康保険協会が管掌するもの) 

三 船員保険 

四 国民年金 

五 労働者災害補償保険 

六 雇用保険 

(３)次の各号の一に該当する者は、参加することができない。 

一 予算決算及び会計令第７０条の規定に該当する者。但し、未成年者、

被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得て

いる者については、この限りではない。 

二 予算決算及び会計令第７１条の規定に該当する者。 

三 経営状態が著しく不健全であると認められる者。 

四 商法その他の法令の規定に違反して営業を行った者。 

五 資格審査申請書及びその添付書類の重要な事項又は事実について虚偽 

の記載をし、又は記載をしなかった者。 

六 厚生労働省から指名停止の措置を受けている期間中である者。 

七 過去１年以内に、厚生労働省所管法令違反により行政処分等を受けて 

いる者。 

(４)次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監理技術者を当該工事に配置できるこ

と。 

一 １級建築施工管理技士又は２級建築施工管理技士又はこれと同等以上の

資格を有する者であること。なお、「これと同等以上の資格を有する

者」とは、次のとおりである。 

建設業法第７条第２号イ、ロで定めるもの（イについては、建築学又は

都市工学に関する学科を修めた者） 

一級建築士又は二級建築士の免許を有する者 

二 配置予定の監理技術者にあっては、監理技術者資格者証及び監理技術者



講習修了証を有する者又はこれに準ずるものであり、直接的かつ恒常的

な雇用関係があること。 

三 配置予定の主任技術者にあっては、直接的かつ恒常的な雇用関係がある

こと。 

 

３ 契約事項を示す場所、「入札説明書」及び「仕様書」交付場所 

仙台市宮城野区鉄砲町１番地 仙台第４合同庁舎７階 

宮城労働局総務部総務課 会計第２係 今 

 

４ 競争入札執行の日時及び場所 

（１）日 時  令和６年１２月１９日(木) １４時００分 

（２）場 所  宮城県仙台市宮城野区鉄砲町1番地 仙台第４合同庁舎７階 

        宮城労働局７階小会議室 

 

５ 入札保証金及び契約保証金 

（１）入札保証金 免除 

（２）契約保証金 免除。公共工事履行保証証券（契約不適合を保証する特約を付

したものに限る。）を付するものとする。この場合の保証金額

は、請負代金額の１０分の３以上とする。 

 

６ 入札の無効 

本公告に示した入札参加に必要な資格のない者による入札や、入札説明書の 

内容及びその他入札に関する条件に違反した入札は、無効とする。 

 

７ その他 

（１）契約締結の手続きにおいて使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨 

に限る。 

（２）本案件は電子調達システムにより執行するが、特段の事情がある者は、必要 

な書面等を作成のうえ提出期限までに提出すれば、書面による入札を行うこ

とができる。 



（３）この入札に参加を希望する者は、資格審査書類等の提出時に、支出負担行為 

担当官が別に指定する暴力団等に該当しない旨の「誓約書」、「自己申告

書」及び必要な添付書類を提出しなければならない。 

（４）入札関係等の書類（契約書除く。）への押印は、令和３年１月１日より不要 

   の取り扱いとしているが、その場合において、担当者等から提出された書類 

   については、事業者としての決定であることとし、提出された書類に虚偽記 

   載等の不正が発覚した場合には、契約解除や違約金を徴取する場合がある。 

（５）その他、詳細については別添「入札説明書」を参照のこと。 

 

８ 入札についての問合せ先 

宮城労働局 総務部総務課 会計第２係 今 

ＴＥＬ０２２－２９９－８８３３ 

  Ｅ－ｍａｉｌ：miyarouk2@mhlw.go.jp 

  〒９８３－８５８５ 

  宮城県仙台市宮城野区鉄砲町１番地 仙台第４合同庁舎７階 


